
令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 令和６年度学童保育室の入室申請受付状況について 

所管部課 地域のちから推進部 住区推進課 

内容 

令和６年度学童保育室の入室申請受付状況（令和５年１２月１日締切日

現在）を次のとおり報告する。 

１ 令和６年度学童保育室の入室申請受付件数 

一斉申請受付期間 令和５年１１月 ６日（月）～１２月 １日（金） 

希望室変更期限  令和６年 １月３１日（水）まで 

                           単位：人 

年 度 

学童

保育 

室数 

定員Ａ 

弾力化 

適用数 

Ｂ 

受入可能数 申請者数 超過数 

Ｃ＝Ａ＋Ｂ Ｄ Ｄ－Ｃ 

令和５年度① 124 5,068 392 5,460 5,544 84 

令和６年度② 125 5,115 388 5,503 5,911 408 

対前年度増減数 

②－① 
+ 1 + 47 - 4 + 43 + 367 + 324 

※１ 令和６年４月にウィルキッズフィールド関原教室（１室）が開設

することにより定員が４０人増となる。 

※２ 西新井学童保育室は移転に伴い定員が４０人から４５人となる

（５人増）。 

【参考】 

 
※ 申請者数は、一斉申請受付期間のもの 

報告事項１ 

申請超過数 408 
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２ 地域別申請受付件数（第一希望別） 

単位：人 

地 域 室数 

受入 

可能

数Ａ 

申請者数 
超過数 

Ｂ－Ａ 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 
合計 

B 

千住 16 695 256 241 169 95 22 6 789 94 

綾瀬 14 650 285 213 146 43 10 11 708 58 

大谷田･佐野 8 324 124 92 55 35 11 6 323 -1 

中央本町 10 442 166 126 106 55 11 2 466 24 

花畑･保塚 12 543 226 171 128 47 10 5 587 44 

竹の塚･六月 11 486 179 137 118 63 27 11 535 49 

梅島 11 477 159 153 126 51 24 7 520 43 

西新井･江北 15 637 245 176 139 63 19 9 651 14 

伊興 9 395 161 163 95 39 10 1 469 74 

鹿浜･舎人 12 513 196 155 108 68 12 3 542 29 

新田･江南 7 341 93 94 72 40 18 4 321 -20 

合 計 125 5,503 2,090 1,721 1,262 599 174 65 5,911 408 

３ 受付方法別件数 

 
窓口受付 オンライン申請 

合計 
人数 率 人数 率 

令和５年度 5,544 人 100.0% － － 5,544 人 

令和６年度 4,496 人 76.1% 1,415 件 23.9% 5,911 人 

４ 問題点・今後の方針 

（１）昨年度に比べて、申請者数が受入可能数を大きく上回る状況となって

いる。 

（２）「足立区学童保育室整備計画」を見直し、学童保育室が不足するすべ

ての地域での整備を進める。 

（３）学童保育室の整備については、民設学童保育室を誘致するほか、整備

が必要な地域にある学校の空き教室を教育委員会に確認し、学校内の設

置の可能性についても検討する。 

（４）民設学童保育室の事業者が参入しやすくなるよう、運営補助金におけ

る家賃補助の拡充及び人件費単価について見直しを行う。 

（５）入室不承認通知に空きが生じる学童保育室一覧を同封し、希望室変更

により入室可能であることを案内する。また、児童館特例利用（ランド

セルで児童館）の情報提供を積極的に行い、利用の推進を図ることで小

学生の安全な居場所づくりを進める。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区学童保育室整備計画の見直しについて 

所管部課  地域のちから推進部 住区推進課 

内容 

学童保育室における待機児童の解消に向けて、令和２年３月に策定し

た「足立区学童保育室整備計画」（以下、「整備計画」という。）につい

て、令和６年度の申請状況等の実績を踏まえ、次のとおり令和５年度見

直しを行った（見直し後の整備計画案は別添資料参照）。 

 

１ 整備計画案の方針 

（１）待機児童解消目標時期 

   令和６年９月末時点→令和７年４月１日時点 

（２）整備予定地域 

   区内３３地区別の需要予測を踏まえ、学童保育室が不足するすべ 

ての地区に学童保育室を整備する（令和７年４月１日開設予定）。 

（３）整備の手法 

  ア 民設学童保育室の誘致 

 整備予定地域において令和７年４月１日開設の民設学童保育 

室の公募を実施する。 

  イ 校内学童保育室の検討 

    整備予定地区内の小学校をピックアップし、校内学童（プレハ 

ブ含む）の設置の可否を個別に教育委員会と協議する。 

  ウ 区有地の活用 

 区が有する未利用地を現地確認し、学童保育室の設置が可能な 

場所を選定する。 

 

２ 令和６年度（令和７年４月１日開設）整備地区について 

（１）需要予測方法 

ア 令和６年度の申請者数・学齢人口・大規模開発予定情報を反映 

イ 各年度４月１日時点での需要数をもとに算出 

（２）整備予定地域 

   令和６年度予算案が可決された場合には、次のとおり募集を実施 

する。 

  ア 一次募集【表１】 

    令和７年度に超過見込数が多く見込まれる地区を優先に、次の 

１２地区１４室の公募を実施する。 

   

報告事項２ 
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イ 二次募集【表２】 

令和７年度に超過見込数が見込まれる１１地区１１か所で公募 

を実施する。 

※ 二次募集は、６月に補正予算を計上し、予算案が可決された 

場合に実施する。 

【表１】一次募集整備予定地区一覧（１２地区１４か所） 

No 地区 
超過見込数（各年度 4月 1日時点） 

R6 R7 R8 R9 R10 

１ 綾瀬（２室） 85 81 86 81 85 

２ 平野・島根（２室） 52 57 67 70 67 

３ 千住西 23 50 65 66 84 

４ 
千住桜木・千住河原

町 
40 42 63 66 77 

５ 興本・扇 19 42 50 49 50 

６ 梅島 25 40 46 54 51 

７ 伊興北 40 36 29 22 29 

８ 鹿浜 12 28 42 46 49 

９ 西新井本町・江北 33 27 9 11 19 

10 西綾瀬・足立 11 16 33 46 52 

11 関原 -2 15 19 34 33 

12 保塚・南花畑 19 14 8 11 21 

 

【表２】二次募集整備予定地区一覧（１１地区１１か所） 

No 地区 
超過見込数（各年度 4月 1日時点） 

R6 R7 R8 R9 R10 

１ 中川 8 10 6 2 -8 

２ 江南 8 7 4 -1 -4 

３ 竹の塚・六月 7 6 -3 -3 -6 

４ 伊興南 -8 6 17 16 11 

５ 千住東 -8 5 -1 4 1 

６ 加平 10 5 7 5 5 

７ 千住関屋 0 4 9 8 74 

８ 青井 8 4 1 -8 -14 

９ 保木間 5 4 13 15 19 

10 梅田 5 4 15 8 11 

11 中央本町 -6 1 4 2 0 
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３ 今後の予定 

 一次募集 二次募集 

令和６年５月 １ 募集要領公表  

 ６月 
１ 事前説明会 

２ 応募受付開始 
 

    ７月 １ 応募受付終了 

１ 募集要領公表 

２ 事前説明会 

３ 応募受付開始 

    ８月 
１ 選定審査会開催 

２ 事業者の特定 
１ 応募受付終了 

    ９月  
１ 選定審査会開催 

２ 事業者の特定 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
『足立区地域保健福祉計画』素案及び計画策定に係るパブリックコメント

の実施について 

所管部課 福祉部 福祉管理課 

内容 

「足立区地域保健福祉計画」素案について報告する。また、この計画素

案について、多くの方々から意見を伺い、それらを反映した計画とするた

め、パブリックコメントを実施する。 

 

１ 基本理念 

認め・つながり・支えあう 安心のまち 足立 

 

２ 計画の特徴・位置づけ 

（１）地域保健福祉における理念や方向性を明らかにし、足立区の基本

構想・基本計画を具現化 

（２）保健福祉分野の最上位計画に位置付け、関連する個別計画の中 

に具体的な施策や事業の詳細を掲載 

（３）社会福祉法第１０７条の規定に基づく「地域福祉計画」として、 

関連する個別計画を横断する「共通の理念」や「共通して取り組 

むべき事項」を記載 

（４）足立区社会福祉協議会が策定している「足立区地域福祉活動計画」

と、相互に補完・連携することにより区の地域福祉をさらに推進 
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貧困対策
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足立区地域保健福祉計画
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報告事項３ 

6



 

３ 計画構成 

章 内容 

第１章 
計画策定の考え方 
策定の背景・目的、位置づけ、策定方法、進行管理 

第２章 
足立区の現状とアンケート・地域懇談会の実施結果 
データから見る足立区の現状、アンケート等実施結果詳細 

第３章 
基本理念、基本方針、施策体系 
重点施策、基本理念、基本方針実現に向けた施策体系 

第４章 
重層的支援体制の整備 
足立区における重層的支援体制の展開 

第５章 
施策推進 
施策体系に基づき目標、現状、課題及び各事業説明 

第６章 
計画の推進に向けて 
本計画の推進、社会福祉協議会との連携 

第７章 
資料編 
策定経過、区の現状を示すその他資料、用語説明 

 

４ パブリックコメント実施概要 

（１）募集期間 

令和６年３月２５日（月）から４月２４日（水） 

（２）周知方法 

ア 区ホームページ・Ａ-メール・ＳＮＳによる周知 

イ 関係機関・関係団体への個別周知 

ウ 地域懇談会参加者への個別案内 

（３）計画素案の公表 

ア 区ホームページへ掲載 

イ 福祉管理課での配布 

ウ 政策経営課・区政情報課・中央図書館・各区民事務所で配布 

 

５ 今後の方針 

これまで実施したアンケートや地域懇談会に加え、今回のパブリック

コメントにより、多くの方の意見を伺いながら、足立区の地域課題に即 

した計画となるよう策定を進めていく。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
足立区障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計

画（案）について 

所管部課 福祉部障がい福祉課、衛生部中央本町地域・保健総合支援課 

内容 

令和６年度から１１年度までを計画期間とする「足立区障がい者計画」

および令和６年度から８年度までを計画期間とする「第７期障がい福祉計

画」「第３期障がい児福祉計画」について、令和５年１１月に策定した素

案に対するパブリックコメントや関係団体等ヒアリングで寄せられた意見

を踏まえ、別添資料のとおり計画（案）を策定したので、地域保健福祉推

進協議会等に報告する。 

１ 計画の主な内容 

章 タイトル 内 容 

１ 計画の位置付け 
計画策定の背景、計画期間、他計画と

の関係 

２ 
計画策定の基本的な 

考え方 

国が示す基本指針とそれに対する区の

考え方 

３ 
足立区がめざす 

障がい福祉 

障がい者計画の基本理念と成果指標

の進捗状況と目標値、区の基本構想・

基本計画との関連 

４ 施策の体系 基本理念を実現するための施策体系 

５ 基本方針と成果目標 
国の成果目標に対する足立区の現状と

目標、目標達成のための施策体系 

６ 
第７期障がい福祉計画 

・第３期障がい児福祉計画 

サービス見込量とその確保のための方

策、活動指標の進捗状況と今期の取り

組み方針 

２ 今後の方針（区民への周知等） 

（１）地域福祉推進協議会、地域自立支援協議会での報告を踏まえ、令

和６年３月中に策定する。 

（２）計画の「わかりやすい版」を作成する。 

（３）計画策定後、区ホームページで公開する。 

 

 

 

報告事項４ 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 新型コロナウイルスワクチン接種事業の進捗状況について 

所管部課 衛生部 新型コロナウイルスワクチン接種担当課 

内容 

１ 令和５年秋開始接種の状況について (令和６年３月６日現在) 

 
【参考】３月３日付東京都資料 都内区市町村別接種状況（全年齢） 

東京都：１９．６％ 足立区：２３．２％ 

全 国：２２．２％ 

２ 令和６年度以降の接種について 

これまでに国から示された方針は以下のとおり。今後も、国や東京都

の動向を注視し、足立区医師会とも協議しながら準備を進めていく。 

（１）新型コロナウイルス感染症を予防接種法上のＢ類疾病に位置づけ、 

同法に基づく定期接種として実施する。 

（２）対象者は予防接種法上、季節性インフルエンザワクチン等における

接種と同様の６５歳以上の方、６０歳以上６５歳未満で心臓、腎臓若

しくは呼吸器の機能の障がい、またはヒト免疫不全ウイルスによる免

疫の機能の障がいを有する方とする。 

（３）年一回の接種を秋冬に実施する。 

（４）標準的な接種費用は以下のとおりとする。 

 標準的な接種費用 

※暫定値であり、2月

以降に再通知予定 

 

積 算 

ワクチン価格 手技料 

特例臨時接種 

(～令和５年度) 
無料（全額国費） ― ― 

定期接種 

(令和６年度） 
７，０００円 ３，２６０円 ３，７４０円 

57.9%

34.1%

20.9%

11.4%

7.2%

3.9%

5.4%

2.3%

1.2%

22.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

65歳以上

60~64歳

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

12~19歳

5~11歳

6か月~4歳

総計

年齢層別接種率

■令和５年秋開始接種（総計：158,679回）

報告事項５ 
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３ 予防接種後健康被害救済制度の運用状況について 

予防接種を受けた方に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を

受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定したとき、予防接種

法に基づく給付が行われる。 

区は対象者から申請書の提出を受け、厚生労働省に提出する資料を作

成するため、予防接種健康被害調査委員会を開催した上で、厚生労働省

に対して東京都を経由して申請書類を提出している。 

これまでの実績は以下のとおりである。 

（１）予防接種健康被害調査委員会の開催・申請状況及び認定結果 

年度 委員会 
開催数 

申請内容 
申請 
件数 

 認 定 結 果  

認定 否認 審査中 返戻 

令和３ ２回 
① １７件 １１件 ４件 １件 １件 

② ２件 ０件 ２件 ０件 ０件 

令和４ ４回 
① １５件 ９件 ４件 ２件 ０件 

② ３件 １件 ０件 ２件 ０件 

令和５ ３回 
① ８件 １件 ０件 ７件 ０件 

② １件 ０件 ０件 １件 ０件 

計 ９回 
① ４０件 ２１件 ８件 １０件 １件 

② ６件 １件 ２件 ３件 ０件 

※申請内容①：医療費・医療手当、障害年金 

※申請内容②：死亡一時金・葬祭料 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区における新型コロナウイルス感染症発生状況等について 

所管部課 衛生部 感染症対策課、福祉部 介護保険課、障がい福祉課 

内容 

 新型コロナウイルス感染症の区内発生状況、および令和５年５月８日

に感染症法上の位置づけが５類（季節性インフルエンザと同等）に移行

したことに伴う対応について、以下のとおり報告する。 

 

１ 新型コロナウイルス感染症発生状況について 

 新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことに伴い、全体の流

行状況を把握するため、都が指定した医療機関が診断した患者数等を

報告する定点報告に変更されている。 

 流行状況については、都がとりまとめ、毎週木曜日に公表される。 

（１）区内発生状況について（週次） 

   区内指定２０医療機関からの報告数（令和６年 第８週） 

 

 

 

 

 

（参考） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項６ 

※R5.第 27 週から足立区定点医療機関変更 
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（２）区内年齢別内訳（２月１９日～２月２５日） 

   国内の感染状況が落ち着き、人の動きが活発となっていることか 

  ら、比較的活動量が多い世代の患者が多い。 

 

 

 

 

 

（３）今後の方針 

   流行状況の迅速な把握に努め、継続して医師会や医療機関との情

報共有を図る。また、高齢者施設等での集団感染発生時の調査、指

導等を適切に実施し、感染拡大防止、再発防止に努めていく。 

   新型コロナウイルス感染症は減少した一方、インフルエンザ、咽

頭結膜炎（プール熱）、マイコプラズマ肺炎等が小児を中心に流行の

兆しがみられるため、学校を通じて手洗い等の予防策を周知してい

く。 

 

２ 抗原検査キット購入費用補助事業の実施報告について 

感染への早期対応、不安払拭及び医療機関のひっ迫回避のため、令

和５年５月８日から実施している抗原検査キット購入費用補助事業に

ついて、令和５年１０月１日より対象者の拡大も行い、令和６年３月

１７日まで区民への普及を実施した。 

 

（１）対象 

   ６歳以上の区民 

（２）事業実施期間 

   令和５年５月８日（月）から令和６年３月１７日（日） 

（３）購入可能な区内薬局（足立区薬剤師会加入協力薬局） 

   １０９薬局（令和６年３月４日現在） 

（４）販売状況 

   累計２０，７３７個（令和５年５月８日から令和６年１月３１日） 

   対象拡大後の販売実績 

① 令和５年１０月    ２，７７４個 

②     １１月    １，７４９個 

③     １２月    ２，０２３個 

④ 令和６年 １月    ２，２９７個 
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３ ５類移行に伴う区民等への支援策の段階的な移行について 

（１）国の方針で、令和６年３月３１日まで実施する支援策 

  ア コロナ治療薬、入院医療費の公費支援 

    医療保険の自己負担割の区分ごとに負担額を設定 

コロナ治療薬 

区分 自己負担額 

１割負担 ３，０００円 

２割負担 ６，０００円 

３割負担 ９，０００円 

入院治療費 
高額療養費制度の自己負担額から

１万円を減額 

  イ 施設職員に対する集中的検査 

    国の方針を踏まえ、都は、高齢者施設、障がい者施設等の職員 

   を対象とした集中的検査の継続実施の方針を示しており、区も都 

   の動向を踏まえ、必要な対応を実施する。 

（２）区独自事業で、令和６年３月３１日まで実施する支援策 

  ア 休日応急診療所へのＰＣＲ検査体制支援（日曜、祝日） 

※ 令和５年１０月から休止中 

  イ 高齢者施設・障がい者（児）施設等におけるＰＣＲ検査等費用助成 

  ウ 在宅要介護者（高齢者・障がい者）受入体制整備 

（３）区独自事業で、当面の間、継続する支援策（予定） 

  ア 足立区発熱電話相談センターにおける電話相談対応 

   ※ 令和６年度においては、感染状況に合わせて人数を縮小して 

    継続予定 

（４）今後の方針 

  区医師会と継続的に発生状況等の情報共有を行い、対応について 

 協議を行っていく。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 特定教育・保育施設（私立幼稚園）の利用定員の確認について 

所管部課 子ども家庭部 子ども政策課 

内容 

子ども・子育て支援法に基づき、私立幼稚園から確認申請があり、利用

定員を定めるにあたり、子ども支援専門部会で審議いただいた結果につい

て報告する。 

１ 審議結果 

（１）意見の内容 

 

（２）特記事項 

 

２ 子ども支援専門部会への付議内容 

（１）認可基準適合状況 

認可者である区が審査した結果、認可基準に適合していることを確

認した（別紙参照）。 

（２）確認年月日 

令和６年４月１日 

 

３ 利用定員の確認について 

  幼稚園認可基準・運営基準を満たしているため、申請のとおり利用 

定員を確認する。 

 

 

 

 

 

報告事項７ 

３月２２日開催の子ども支援専門部会 

の意見を踏まえ作成 
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特定教育・保育施設としての利用定員は、幼稚園認可定員の枠内で、最近

の実利用人員の実績や今後の見込みなどを踏まえて設定している。 

なお、区内では令和６年度以降においても、「教育」の量の見込みに対する

供給量が十分に確保されている状況であり、区民への影響は生じない。 

 

 

福寿院幼稚園の利用定員等について 

（１）設置者   宗教法人福寿院 

（２）施設所在地 足立区伊興２－１８－１９ 

（３）認可定員  ８０人 

（４）利用定員  ８０人 

３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

２６人 ２７人 ２７人 ８０人 

 

（５）最近３年間の利用実績（各年５月１日現在） 

 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

令和３年度 ３３人 ５７人 ５９人 １４９人 

令和４年度 ３２人 ３２人 ５８人 １２４人 

令和５年度 ２２人 ３１人 ３１人 ８４人 

（６）その他 

ア 昭和２８年５月宗教法人認可 

イ 昭和４１年５月福寿院幼稚園設置認可 

ウ 今年度まで認可定員を上回る受け入れを行ってきたが、新制度移行に

あたり、認可定員内の在籍となるよう受け入れの調整を実施してきた。

令和６年度は認可定員内の在籍となるのにあわせ、新制度移行を申請

した。 

エ 各学年は１学級ずつ編成をし、認可基準上求められる教員配置を超え 

て教員を配置するほか、すべての教員に対し研修を実施するなど質の 

向上を図り、安定した園運営を行うよう努めている。 

別紙 報告事項７ 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区待機児童解消アクション･プランの改定について 

所管部課 
子ども家庭部 私立保育園課、子ども政策課、子ども施設指導・支援課、

子ども施設運営課、子ども施設入園課 

内容 

「足立区待機児童解消アクション・プラン」（以下、計画という。）の

改定にあたり、待機児童ゼロの継続と定員の空き対策の見直しを行った。

また、前計画（令和５年１月）より課題として取り組んでいる、年度途

中の待機児童対策について、１０月時点で行った調査と分析の結果を基

に、今後、対応策を実施していく。 

１ 保育需要予測の更新（別添資料 P8～11） 

社会状況の変化を適切に反映するため、前計画の算定方法に令和５

年度実績等を反映して、保育需要予測を更新した。 

更新の結果、令和６年度に必要な保育定員数は確保できている。 

◇ 令和５年度実績等反映後の保育需要数と保育定員数の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 待機児童ゼロの継続と定員の空き対策（別添資料 P13～31） 

保育需要の状況に応じて、定員の空き対策や小規模保育・家庭的保

育（保育ママ）の利用促進などの多様な保育の利用促進等の取組につ

いて更新、調整を行った。 

（１）区立保育施設の入所定員抑制（別添資料 P17） 

令和５年度の保育需要実績等を踏まえて、前計画で設定した令和

６年度までの抑制計画を見直した。 

 

報告事項８ 

（単位：人） 

見直し 

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

3～5
歳児

1･2
歳児

0
歳児

7,719 5,499 1,059 7,709 5,468 1,108

9,278 5,917 1,467 8,975 5,841 1,462

過不足
(B)-(A)

+1,559 +418 +408 +1,266 +373 +354

実　　績 見　込　み

令和5年4月1日 令和6年4月1日

16,278

保育需要数
（A)

14,277 14,285

保育定員数
(B)

16,662
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◇ 区立保育施設（直営園）の入所定員抑制予定数（令和６年度まで） 

 

 

 

 

 

 

（２）私立保育施設の定員変更協議（別添資料 P20～21） 

認可保育所の入所率が改善していること等から、経営支援として

の利用定員変更は令和５年度で終了する。 

今後は、各施設からの要望に基づき、地域の保育需要等を総合的

に勘案して区からも提案を行う等、認可定員の増減にかかる協議を

行っていく。 

（３）小規模保育・家庭的保育（保育ママ）の利用促進 

（別添資料 P23～25） 

４月時点で空きが多数発生している小規模保育・家庭的保育につ

いて、サービスの魅力向上等により利用促進を図り、利用者の多様

なニーズ等に対応できるようにすることで需給のミスマッチを解消

していく。 

３ 年度途中の利用（待機）状況と対応策（別添資料 P32～35） 

年度途中の利用（待機）状況を把握するため、１０月１日時点の待機

児童数を調査するとともに、対応策の効果検証を行っている。 

（１）１０月１日時点の待機児童発生状況（別添資料 P33） 

◇ 年齢別待機児童数 

 

 

 

 

ア いずれの年齢も年度途中の保育需要の増加数は昨年度と同程度

だった。 

イ １歳児は４月時点の保育需要数が増加したため、空きが少なく

なり、年度途中の待機児童が増加した。 

ウ ０歳児は４月、１０月いずれも保育需要数は昨年度より減少し

たが、入所を希望している児童の所在と施設の空き状況が一致し

なかったため、年度途中の待機児童が減少しなかった。 

 

 

（単位：人） 

（単位：人） 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 総計

令和4年度 35 5 1 0 0 0 41

令和5年度 37 13 0 0 0 0 50

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

令和５年までの抑制内容 0 -25 -78 -68 -84 -63 -318

令和６年の抑制内容 0 4 6 -5 -16 -32 -43

累　計 0 -21 -72 -73 -100 -95 -361

見直し 

継 続 

調査・分析 
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（２）年度途中の待機児童対策の取り組み状況（別添資料 P34～35） 

 

ア ベビーシッター利用支援 

令和５年５月より、東京都のベビーシッター利用支援事業（待

機児童支援）の活用を開始 

イ 保育事業者へ入所保留者の発生状況等を情報発信 

施設種別ごとに、年度途中の施設の受入れ人数変更に要する期

間を考慮した上で、区から保育事業者へ、地域・年齢ごとの入所

保留者数の情報を発信 

ウ 入所不承諾となった保護者への情報提供の強化 

令和５年度より不承諾通知に、区のホームページを記載した案

内（各施設の最新の募集状況や希望園変更のオンライン手続き）

を添付 

（３）今後の取組（別添資料 P35） 

ア 令和６年度の保育定員に関する取組 

区立保育施設の入所定員抑制の見直しや、私立認可保育所の定

員変更協議において、年度途中の利用（待機）状況を踏まえて、

定員調整を実施する。 

イ 今後の取組方針 

次年度以降も、継続して年度途中の利用（待機）状況を確認し、

それを踏まえて既存の保育施設を最大限活用するための取組を検

討する。 

 

実施中の対応策 

今後の対応策 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 令和６・７年度後期高齢者医療保険料率の改定について 

所管部課 区民部 高齢医療・年金課 

内容 

令和６・７年度の後期高齢者医療保険料率について、令和６年１月 

３１日に開会された東京都後期高齢者医療広域連合（以下、「都広域連 

合」という。）議会において、以下のとおり可決されたので報告する。 

 

１ 令和６・７年度の保険料率 

（１）現行の保険料額との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 旧ただし書き所得＝総所得金額等－４３万円（基礎控除額） 

これが５８万円以下の方は、令和６年度は制度改正の影響を受 

けないように配慮 

（２）年間保険料額比較（公的年金収入のみの単身者で試算） 

別紙１参照 

 

２ 保険料率改定の主な設定条件 

（１）被保険者数 令和６年度１７６万人、令和７年度１７９.３万人 

Ｒ４・５
（現行）

104,842円

Ｒ４・５
（現行）

Ｒ６ Ｒ７
Ｒ４・５
（現行）
との差

Ｒ４・５
（現行）
との差

46,400円 47,300円 47,300円 900円増 900円増

旧ただし
書き所得
58万円以下

8.78% 0.71pt減

旧ただし
書き所得
58万円超

9.67% 0.18pt増

104,842円 110,156円 112,535円 5,314円増 7,693円増

660,000円 730,000円 800,000円 70,000円増 140,000円増

Ｒ６・７

一人当たり
平均保険料額

111,356円

Ｒ４・５（現行）
との差

6,514円増

0.18pt増

賦課限度額

9.67%

一人当たり
平均保険料額

均等割額

所得
割率

9.49%

※１

年度

年度

情報連絡事項１ 
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（２）一人当たり医療給付費の伸び率 ０.７８％ 

（３）所得係数（均等割と所得割の賦課割合） 

  ア 所得係数 １.５６ 

イ 均等割と所得割の賦課割合（４８：５２） 

３７.１７（均等割）：６２.８３（所得割） 

（４）都広域連合剰余金繰入 ２６０億円 

（５）出産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みを導入 

２年間で約２３億円 

（６）後期高齢者負担率 

  ア 令和６年度 

（ア）旧ただし書き所得５８万円以下の方 １２.２４％ 

（イ）旧ただし書き所得５８万円超の方  １２.６７％ 

イ 令和７年度 １２.６７％に統一（制度改正影響あり） 

（７）賦課限度額 

６６万円から８０万円に引き上げ。ただし、激変緩和措置として 

令和６年度は７３万円（令和６年度に被保険者になる方を除く）。 

 

３ 保険料率改定における主な増加抑制及び軽減対策 

（１）特別対策の継続実施 

審査支払手数料、保険料未収金補塡分、葬祭費の３項目について、 

各区市町村が一般財源で支弁する見込額（２年間で約２１４億円）。 

（２）所得割額軽減の継続実施（都広域連合独自の軽減） 

各区市町村が一般財源で支弁する見込額（２年間で約５億円）。 

 

 

 

 

（３）（１）（２）の特別対策等を実施した場合の足立区での試算額 

都内６２区市町村議会において「都広域連合の規約変更につい 

て」の議案が可決された場合における一般財源で支弁する試算額 

は以下のとおり。 

 

賦課のもととなる所得金額 軽減割合 

１５万円以下 ５０％ 

２０万円以下 ２５％ 

項  目 

令和５年度 

当初予算額 

 

【Ａ】 

令和６年度 

当初予算額

（案） 

【Ｂ】 

 

差 額 

 

【Ｂ】－【Ａ】 

審査支払手数料相当額 197,850千円 205,116千円 7,266千円 

財政安定化基金拠出金相当額 0円 0円 0円 

保険料未収金補塡分相当額 80,838千円 52,170千円 △28,668千円 

保険料所得割額減額分相当額 14,721千円 14,411千円 △310千円 

葬祭費相当額 257,400千円 259,550千円 2,150千円 

合  計 550,809千円 531,247千円 △19,562千円 
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（４）被扶養者だった方の軽減 

後期高齢者医療制度の対象となった日の前日まで会社の健康保険 

など（国保・国保組合は除く）の被扶養者だった方の保険料を軽減 

 

 

 

 

 

 

４ 今後のスケジュール 

令和６年３月５日  「あだち長寿医療だより」で周知（世帯に送 

付） 

３月９日  都広域連合が「東京いきいき通信」で周知 

（新聞折込） 

４月    改定前の保険料率で仮賦課 

７月中旬  住民税決定後に本賦課し、「あだち長寿医療 

だより」で保険料額決定を周知 

 

５ 今後の方針 

都広域連合による改定結果をもとに、区民へ丁寧に周知、説明する 

とともに、保険料賦課等の事務処理を円滑に進めていく。 

 

 加入から２年を 

経過する月まで 
加入から２年経過後 

均等割額 ５割軽減 軽減なし 

所得割額 負担なし 
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年間保険料額比較（公的年金収入のみの単身者で試算） 

公的年金 

収入額 

令和５年度 

保険料額 

令和６年度 令和７年度 

保険料額 増減額 増減率 保険料額 増減額 増減率 

153 万円 13,900 円 14,100 円 200 円 1.4％ 14,100 円 200 円 1.4％ 

168 万円 21,000 円 20,700 円 △300 円 △1.4％ 21,400 円 400 円 1.9％ 

173 万円 37,400 円 36,800 円 △600 円 △1.6％ 38,100 円 700 円 1.9％ 

197 万円 64,900 円 62,200 円 △2,700 円 △4.2％ 66,100 円 1,200 円 1.8％ 

211 万円 92,100 円 88,700 円 △3,400 円 △3.7％ 93,900 円 1,800 円 2.0％ 

221 万円 101,600 円 103,500 円 1,900 円 1.9％ 103,500 円 1,900 円 1.9％ 

240 万円 128,900 円 131,400 円 2,500 円 1.9％ 131,400 円 2,500 円 1.9％ 

400 万円 264,100 円 269,200 円 5,100 円 1.9％ 269,200 円 5,100 円 1.9％ 

880 万円 660,000 円 673,400 円 13,400 円 2.0％ 673,400 円 13,400 円 2.0％ 

942 万円 660,000 円 730,000 円 70,000 円 10.6％ 730,300 円 70,300 円 10.7％ 

1,017 万円 660,000 円 730,000 円 70,000 円 10.6％ 800,000 円 140,000 円 21.2％ 

【激変緩和措置】 

１ 賦課限度額は令和６年度７３万円、令和７年度８０万円 

２ １５３万円以下の方は、制度改正の影響を受けない。 

３ １５３万円超２１１万円以下の方は、令和６年度のみ制度改正の影響を受けない。 

別紙１  

均
等
割
額
の 

自
然
増
の
み 

均
等
割
額
及
び
令
和
６
年
度 

の
所
得
割
額
は
自
然
増
の
み 

22



令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区における高齢者の孤立死の現状について 

所管部課 地域のちから推進部 絆づくり担当課 

内容 

東京都監察医務院から提供があった令和４年の高齢者孤立死データ（平

成２８年～令和４年）を、別添資料「足立区の高齢者孤立死データ分析結

果」のとおりまとめたので報告する。 

なお、孤立死の定義は「単身者が自宅で死亡した場合」とする。 

 

１ 集計結果の主な概要 

（１）令和４年の高齢者孤立死数は４２７人で前年より９６人（２９％） 

増加、平成２８年以降最大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）性別ごとの１万人当たりの男性の孤立死リスクは女性の２．８倍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報連絡事項２ 

  
孤立死数 

（人） 

孤立死増加率 

（対前年） 

高齢者人口 

（人） 

単身高齢者人口

（人） 

平成 28 年 282   165,910 51,583 

平成 29 年 270 -4.3% 168,323 53,564 

平成 30 年 336 +24.4% 169,994 55,268 

令和元年 349 +3.9% 170,890 56,858 

令和 2年 384 +10.0% 171,378 58,285 

令和 3年 331 -13.8% 171,715 59,636 

令和 4年 427 +29.0% 169,573 60,733 

 

性別ごとの１万人当たりの高齢者孤立死者数 
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（３）夏季の最高気温が３５℃以上で孤立死リスクは２．８倍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）夏季の最低気温が２７℃以上で孤立死リスクは２．５倍 
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（５）冬季の１日の気温差が１２℃以上で孤立死リスクは１．３倍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）死亡直前の状況別では、「就寝中」は特に夏季と冬季が、「入浴中」 

は冬季から春季に孤立死リスクが高まる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の取り組み 

（１）絆のあんしんネットワーク連絡会や地域包括支援センター、町会・

自治会等の関係機関に対して本分析結果を共有し、周知・啓発を進め

るとともに、男性の孤立を防ぐため、サロン活動や自主グループ立ち

上げ等の働きかけを行っていく。 

 また、孤立死が増加する夏季・冬季の見守りの強化を依頼していく。 

 さらに、区民に対しても広報等で直接的に周知・啓発を進めていく。 

（２）ビューティフル・パートナーとして出展するイベントなどにおいて、

引き続き協力員の登録を広く呼びかけることで、若い世代などによる

新たな気づきの目を増やしていく。 

（３）環境政策課（エアコン購入費補助金）、建築防災課（浴室暖房設置

工事費助成）、衛生管理課などの関係所管と連携し、より効果的な孤

立死対策について検討していく。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 国の「住民税非課税世帯等への臨時給付金」事業の実施について 

所管部課 福祉部 生活・暮らし臨時給付金担当課 

内容 

 物価高騰の影響を受ける低所得世帯の負担軽減を図ることを目的として、国から

新たな給付支援内容が示されたため、以下のとおり給付する。 

 

１ 支給対象世帯（想定含む） 

（１）令和５年度住民税非課税世帯 

   基準日（令和５年１２月１日）時点で足立区の住民基本台帳に記録されている
令和５年度住民税均等割非課税世帯 

（２）令和５年度住民税均等割のみ課税世帯 
世帯全員が令和５年度住民税所得割非課税かつ、少なくとも１人が住民税均等

割課税である世帯で、基準日（令和５年１２月１日）時点で足立区の住民基本台
帳に記録されている世帯 

（３）令和５年度低所得の子育て世帯に対するこども加算 
上記１（１）または１（２）を受給した世帯のうち、世帯内に生計を同一にす

る平成１７年４月２日生まれ以降の児童がいる世帯（基準日から申請期限までに
出生した児童含む）で、基準日（令和５年１２月１日）時点で足立区の住民基本
台帳に記録されている世帯 

（４）令和６年度新規住民税非課税世帯 
令和６年度新たに住民税均等割が非課税となった世帯で、基準日（令和６年６

月３日）時点で足立区の住民基本台帳に記録されている世帯 
（５）令和６年度新規住民税均等割のみ課税世帯 

令和６年度新たに世帯全員が住民税所得割非課税かつ、少なくとも１人が住民
税均等割課税となった世帯で、基準日（令和６年６月３日）時点で足立区の住民
基本台帳に記録されている世帯 

（６）令和６年度低所得の子育て世帯に対するこども加算 
上記１（４）または１（５）を受給した世帯のうち、世帯内に生計を同一にす

る平成１７年４月２日生まれ以降の児童がいる世帯（基準日から申請期限までに
出生した児童含む）で、基準日（令和６年６月３日）時点で足立区の住民基本
台帳に記録されている世帯 

※ 上記１（１）から（６）とも、世帯全員が住民税課税者から税法上扶養されて

いる世帯等を除く 

 

２ 支給件数 

１３４，９００世帯想定 

内訳  
 令和５年度住民税非課税世帯         97,000 世帯 
令和５年度住民税均等割のみ課税世帯   8,200 世帯 
令和５年度低所得の子育て世帯に対するこども加算    7,000 世帯（12,000 人） 

 令 和 ６ 年 度 新 規 住 民 税 非 課 税 世 帯  118,000 世帯 
 令和６年度新規住民税均等割のみ課税世帯 111,800 世帯 

令和６年度低所得の子育て世帯に対するこども加算   2,900 世帯（3,500 人） 

情報連絡事項３ 
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３ 支給額 
（１）上記１（１）       １世帯あたり７０，０００円（※1） 
（２）上記１（２）（４）（５） １世帯あたり１００，０００円 

（３）上記１（３）（６）    児童一人あたり５０，０００円 

 ※1 令和 5 年度住民税非課税世帯は、前回の 1 世帯あたり 3 万円給付金（※2）

に今回 7万円を追加し、合計 10 万円を給付 

 ※2 前回の 1世帯あたり 3万円給付金 

物価高騰の影響を受けた低所得世帯の負担軽減を図るため、区においては令

和 4年度住民税非課税世帯、令和 5年度新規住民税非課税世帯及び家計急変世

帯を対象とした、1世帯あたり 3万円の給付事業（令和 5年 10 月 31 日申請期

限）（以下「3万円給付金」と表記）。 

 

４ スケジュール（予定含む） 

№ 給付金種別 通知の種類 通知発送 初回着金 申請期限 

１ 
令和 5年度住民税非

課税世帯 
（97,000 世帯） 

振込事前案内先行
支給分（※3） 
【区へ返送不要】 

１月９日 

1 月 18 日 
19 日 

約 7,000 
世帯× 

2 日間 

5 月 31 日 

振込事前案内（※4） 
【区へ返送不要】 

１月９日 

1 月 29 日 
30 日 

約 31,000 
世帯× 

2 日間 
確認書（※5） 
【区へ返送必要】 

１月 15 日 
1 月 29 日 
以降順次 

２ 
5 年度住民税均等割
のみ課税世帯への
給付金（8,200 世帯） 

確認書（※5） 
【区へ返送必要】 

2 月 21 日 
3 月 7 日 
以降順次 

３ 
5 年度低所得の子育
て世帯に対するこども
加算（12,000 人） 

振込事前案内（※6） 
【区へ返送不要】 

5 年度住民税非課税
世帯への給付金受
給済世帯への加算

（9,500 人） 

2 月 22 日 3 月 4 日 

確認書（※5） 
【区へ返送必要】 

5 年度住民税均等割
のみ課税世帯等へ
の加算（2,500 人） 

3 月 11 日 
以降順次 

3 月 28 日 
以降順次 

４ 
6 年度新規住民税非
課税世帯への給付金
（18,000 世帯） 

確認書（※5） 
【区へ返送必要】 

6 月下旬 
以降順次 

7 月上旬 
以降順次 

10 月 31 日 ５ 
6 年度新規住民税均
等割のみ課税世帯へ
の給付金（1,800 世帯） 

６ 
6 年度低所得の子育
て世帯に対するこども
加算（3,500 人） 
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※3 表№1の振込事前案内先行支給分 

  区へ返送不要で振込可能な世帯。 

要件…3 万円給付金を区から支給し、世帯構成等に変更がない生活保護受給

世帯のうち、令和 5年 12 月分の生活保護費を振込で受給した口座が、

7万円給付金の支給予定口座情報と一致している世帯 

理由…生活保護受給中の世帯はケースワーカーが定期的に居住実態や世帯
状況を確認していることに加え、7 万円給付金の支給口座が、毎月支
給する生活保護費の振込口座と同一であれば、給付金の振込を円滑に
実施できると判断したため。 

※4 表№1の振込事前案内 

  口座変更等がなければ区へ返送不要で振込可能な世帯。 
  3 万円給付金を区から支給した世帯のうち、世帯構成等に変更がない上記※3

を除く世帯が対象。対象者が意図しない口座への振込等を防ぐため、振込案
内を事前に送付して口座変更等届出期間を一定期間設ける。 

※5 確認書 

支給要件や振込口座等確認のため区への書類返送が必要な世帯。 

※6 表№3の振込事前案内 

区へ返送不要で振込可能な世帯。 
住民税非課税世帯への７万円給付金を直近の 1 月から 2 月中旬頃までに支給
した世帯が対象となるため、振込先口座や支給要件等に相違がないと判断し、
口座変更申出期間を設けず、より早期に一斉振込。 

 

５ 支給手続き 

（１）「振込事前案内」 

  ア 区から対象世帯へ振込事前案内を発送 

  イ 口座へ入金後、振込通知書を送付 

（２）「確認書」 

  ア 区から対象世帯へ確認書を発送 

  イ 区へ確認書を返送 

  ウ 区は確認書の内容を確認の上、支給を決定 

 エ 口座へ入金後、振込通知書を送付 
 

６ 専用コールセンター・申請相談支援窓口の設置 

（１）専用コールセンター 

   電話番号：０１２０－２４７－０３５（平日午前９時～午後８時まで） 

（２）申請相談支援窓口 

   本庁舎中央館１階アトリウム（平日午前９時～午後５時まで） 
 

７ 周知方法 

  対象世帯に対して、振込事前案内及び支給要件確認書を順次送付するとともに、

あだち広報及び区ホームページにて詳しく周知した。 
 

８ 今後の方針 

  給付金を一日でも早く区民に支給するため、確認書等の事務処理を迅速に進め

るとともに、ミスを起こさないよう細心の注意を払って取り組んでいく。 
 

 

28



令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 地域密着型サービス事業者の新規指定及び廃止について 

所管部課 福祉部 介護保険課 

内容 

 

地域密着型サ－ビス事業者の新規指定及び廃止について、以下のとお

り報告する。 

 

１ 新規指定   １事業所 

（１）新規事業所  【地域密着型通所介護】（北西地区） 

事業所所在地  足立区竹の塚六丁目２２番２号  

ドリームコート１０１ 

運営法人    合同会社ＬＩＦＥマネジメント 

事業所名    Ｓｏｎｒｉｓａ竹の塚 

利用定員    １０名 

指定年月日   令和６年１月１日 

 

２ 廃止事業所   ３事業所 

（１）廃止事業所  【地域密着型通所介護】（千住地区） 

事業所所在地  足立区千住東二丁目４番４号 

マンション西山１階 

運営法人    企業組合労協センター事業団 

事業所名    ワーカーズコープ・デイサービス・よつば 

利用定員    １０名 

廃止年月日   令和５年１１月３０日 

 

（２）廃止事業所  【地域密着型通所介護】（北西地区） 

事業所所在地  足立区谷在家三丁目２１番１３号 ３階 

運営法人    株式会社えがおのわ 

事業所名    樹楽 足立谷在家 

利用定員    １２名 

廃止年月日   令和５年１２月３１日 

 

 

情報連絡事項４ 
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（３）廃止事業所  【地域密着型通所介護】（北西地区） 

事業所所在地  足立区島根二丁目３０番２３号 

運営法人    株式会社日本介護センター 

事業所名    日介ケアセンター島根 

利用定員    １０名 

廃止年月日   令和６年２月２９日 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 令和５年度「第４２回足立区障がい者週間記念事業」の実施結果について 

所管部課 福祉部 障がい福祉センター 

内容 

障がい者・児の自立と社会参加の意欲向上、区民の理解向上と啓発を目

的として、「障害者基本法」で定める障害者週間（１２月３日～９日）にあ

わせて実施した障がい者週間記念事業について、結果を報告する。 

 

１ 実施日時・場所等 

（１）区役所１階アトリウム 

内  容 期  間 時  間 

作 品 展 
１１月３０日（木）

～１２月６日（水） 
午前９時～午後５時 

お楽しみコーナー 

（販売・体験） 

１２月１日（金）  

～１２月６日（水） 
午前１０時～午後５時 

（２）区ホームページ「Ｗｅｂびじゅつかん」 

 作品展における各作品の画像（希望者のみ）を、１１月３０日（木）

から順次、通年で公開した。 

 

２ 実施結果 

（１）作品展 

障がいのある方が制作した絵画や陶芸等の作品を展示した。 

年度 来場者数（※） 作品出品者 作品数 

平成３０年度 ３，４６０人 ５５団体、個人３名 ８４１点 

令 和 元 年 度 ３，６７０人 ５６団体、個人４名 ９０６点 

令和２、３年度 （コロナ禍のため実施せず） 

令 和 ４ 年 度 ２，５８０人 ４５団体、個人２名 ４３４点 

令 和 ５ 年 度 ４，０３６人 ３７団体、個人２名 ４１８点 

※ 平成３０年度及び令和元年度の来場者数は、庁舎ホールでのふれ

あい発表会等の人数を含む。 

（２）お楽しみコーナー（販売・体験） 

 障がいのある方の自主製品の販売や、障がい者団体・区内事業者等に

よる福祉機器の展示・体験コーナーを日替わりで実施した。 

ア 販売コーナー 

（ア）出展数 ： ８団体（令和４年度：９団体） 

（イ）販売物 ： パウンドケーキ、クッキー、手芸品等 

イ 展示・体験コーナー 

（ア）内容 ： ５団体（令和４年度は実施せず）による、手話体験、
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マッサージ体験、義肢装具や意思伝達装置の展示・体験等 

（３）Ｗｅｂびじゅつかん 

障がいのある方が制作した絵画や陶芸等の作品画像を区ホームペー

ジに掲載（希望者のみ）。記念事業終了後も公開を継続。 

（４）今年度の取り組み成果 

ア パウンドケーキなどの食品販売を土・日曜日だけではなく平日にも

拡大したことで、活動のＰＲ向上に繋がった。 

イ 作品の制作過程やインタビューの動画をＳＮＳにアップし、会場で

も上映したことで、集客の増加に繋がった。 

（５）その他 

ア 来場者に、令和４年度展示の一部作品をデザインしたポストカード

を配布した。 

イ 庁舎ホールでのふれあい発表会について、今年度は実施を見送っ

た。 

 

３ 主な意見・感想 

（１）参加団体 

  ア 他での販売機会が少なくなっているのでありがたい。障がいのある

お子さん連れのご家族が多くいらっしゃり、作品展のＰＲにも力を入

れているのが分かった。 

  イ 次回はもっと販売するお店が増えてほしい。 

  ウ 展示した作品を見に、（障がい者施設の）利用者家族も足を運んで

いただき、活動理解につながった。 

（２）来場者（アンケート９６８件から） 

  ア 作品を見ているだけで感動しました。私自身、社会に疲れていまし

たが作品を見て温かい気持ちになりました。 

  イ 土・日の開催の際は、他のイベントと一緒に行えるともっと盛り上

がると思います。 

  ウ もっと展示作品の数が多いと良いと思った。 

エ 作品を購入出来るようにしてください。 

 

４ 今後の方針 

（１）記念事業の実行委員会を構成する障がい当事者団体や事業所等に次年

度に向けた意見や要望等を丁寧に聴取し、改善等を検討していく。 

（２）区内事業者と連携し、作品展の出展作品をノベルティグッズ化、商品

化していく等、障がい者の創作活動をさらに高めることにチャレンジし

ていく。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
「足立区第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実施計画」の

策定について 

所管部課 衛生部 データヘルス推進課 

内容 

「足立区第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実施計画」

の策定について、以下のとおり報告する。 

 

１ パブリックコメントの実施結果 

(１）募集期間 

令和５年１２月２５日（月）から令和６年１月２３日（火） 

(２）意見提出数 

  ３件（２名） 

 

２ 意見の概要および区の考え方 

  別紙「いただいた意見に対する区の考え方」のとおり 

 

３ 「足立区第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実施計画」

について 

  別添資料「足立区第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実

施計画」のとおり。 

令和６年３月下旬、区ホームページに掲載。 
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別紙 

いただいた意見に対する区の考え方 

【足立区第３期データヘルス計画・第４期特定健康診査等実施計画（案）】 

 

No 意見の概要 区の考え方 

１ 

将来計画として、（１）東京女子医科

大学附属足立医療センターとの連携、

（２）マイナンバー健康保険証の大き

な可能性、（３）外国人加入者への対応、

についての記述もほしかった。 

（１）計画の４頁「イ 区内関係機関との連携」に

基づいて、東京女子医科大学附属足立医療セン

ターとも定期的に意見交換や情報提供の場を

設け、連携して区の施策を進めていきます。 

 

（２）マイナンバーカードを用いて特定健診結果が

経年で閲覧できることの周知について、５８頁

「特定健診・特定健診受診再勧奨事業」の「プ

ロセス（方法）」に追記します。 

 

（３）外国人を含め、すべての方に、健診（検診）

や健康増進、疾病予防に関する情報が届くよう

に努めていきます。 

２ 

生活習慣病の多さや特定健診やがん

検診受診率の低さに対しては、区内企

業の自主的な取り組み等は紹介しても

良いのではないか。 

足立区が協定を結んでいる民間企業と連携して

健診の勧奨を実施していることを、４頁の「ウ 外

部機関との連携」、５８頁「特定健診・特定健診受

診再勧奨事業」と７４頁「各種がん検診の受診勧

奨と普及啓発事業」にて追記します。 

３ 

特定保健指導における医療関係者と

住民との連携手段は面接又は通信とな

っており、連携手段が統一されておら

ず、相互の情報共有や指導履歴管理の

面において十分とは思えない。 

共通の電子的プラットフォームが構

築された上で行い、面接や各種通信に

よる記録が一元的に管理できれば、よ

り効率的に推進できるのではないか。 

特定保健指導の連携手段は、利用者の様々なニ

ーズに応え、より多くの方に利用して頂けるよう

に、複数の手段を設けておくべきと考えています。 

また、共通の電子的プラットフォームについて

は、厚生労働省が推し進めている医療ＤＸやマイ

ナポータル等を注視しながら、利便性や効率性を

検討していきます。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 「健康あだち２１（第三次）行動計画」の策定について 

所管部課 衛生部 こころとからだの健康づくり課 

内容 

「健康あだち２１（第三次）行動計画」の策定について、以下のとおり

報告する。 

 

１ パブリックコメントの実施結果 

(１）募集期間 

令和５年１２月２５日（月）から令和６年１月２３日（火） 

(２）意見提出数 

  ３件（２名） 

 

２ 意見の概要および区の考え方 

  別紙「いただいた意見に対する区の考え方」のとおり 

 

３ 「健康あだち２１（第三次）行動計画」について 

  別添資料「健康あだち２１（第三次）行動計画」のとおり 

令和６年３月下旬、区ホームページに掲載 
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別紙 

いただいた意見に対する区の考え方 

【健康あだち２１（第三次）行動計画（案）】 

 

No 意見の概要 区の考え方 

１ 

成人の喫煙率目標や、受動喫煙の機

会を有するものの割合についての記載

があり、区民の健康を考える上で大事

なことではあるが、たばこ事業者への

配慮もお願いしたい。 

健康あだち２１（第三次）行動計画は、「健康寿

命の延伸・健康格差の縮小」を目標として、区民等

と協働・協創して取り組む健康づくりの活動計画で

す。その中で、区としては禁煙を推し進めているわ

けではなく、喫煙の正しい知識について十分な情報

提供をした上で、受動喫煙防止対策に重点を置いた

取り組みを考えており、決してたばこそのものの販

売を制限するものではございません。禁煙したい人

への治療支援や特に子どもや妊婦の健康を守るた

めに受動喫煙の啓発等を行ってまいります。ご理解

のほどよろしくお願い致します。 

 

２ 

たばこ税の一部を活用して、喫煙所

が足りていないエリアなどに喫煙所を

多く設置していただきたい。 

健康あだち２１（第三次）行動計画は、区民等と

協働・協創して取り組む健康づくりの活動計画で

す。公衆喫煙所につきましては、別途足立区公衆喫

煙所設置要綱に基づき、喫煙者の状況、区民の方々

からのご意見、設置スペースの有無等、多角的に

検討を行った上でエリアを決定し、整備を行って

おります。ご理解のほどよろしくお願い致します。 

 

３ 

飲食店や駅前で喫煙場所が減ってい

る中で、家庭内まで制限されることは

大変厳しい。 

特に子どもや妊婦の健康を守るためには、区全

体で受動喫煙防止対策に取り組むことが重要と考

えておりますので、場所を特定した記載はしてお

りません。ご理解のほどよろしくお願い致します。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名  令和６年度 任意予防接種費用の助成事業等について 

所管部課  衛生部 保健予防課 

内容 

１ 任意予防接種費用の助成 

以下２種類の任意予防接種費用の助成について、新年度予算に計上

しました。  

（１）４価ＨＰＶワクチン（男性） 

令和６年４月から任意予防接種費用助成の開始を検討してい

る。 

ア 接種対象者 

小学校６年生から高校１年生相当までの男性 

イ 助成回数および助成金額 

３回（女性に対する接種費用と同額とし、 

１７，５７８円×３回で５２，７３４円程度を想定） 

ウ 予診票の交付 

中学校１年生から高校１年生相当の方に、ハガキを送付。 

窓口や郵便、オンラインで申請を受け付け、申請者に予診票を

交付する。 

 

（２）小児インフルエンザワクチン 

令和６年１０月から任意予防接種費用助成の開始を検討してい

る。 

ア 接種対象者および助成期間 

（ア）生後６か月から高校３年生相当まで 

（イ）毎年１０月１日から翌年１月３１日まで 

イ 助成回数および助成金額 

（ア）生後６か月から１２歳まで 

２回（上限２，０００円×２回で４，０００円を想定） 

（イ）１２歳から高校３年生相当まで 

１回（上限２，０００円を想定） 

（ウ）予診票の送付 

毎年９月下旬、接種対象者（保護者）に予診票を送付する。 
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２ 定期予防接種に関する情報提供 

（１）９価ＨＰＶワクチン（女性）に対する接種勧奨 

１７歳から２６歳の女性に対するキャッチアップ接種期間が令

和７年３月末で終了する。御本人や御家族にワクチン接種をアピー

ルするポスターを作成し､区内の指定医療機関に掲示を依頼する。 

 

（２）５種混合ワクチンの定期接種化 

厚生科学予防接種・ワクチン分科会（予防接種基本方針部会）

によると、従来の４種混合ワクチンから５種混合ワクチンへ切り

替えることを検討している。標準的な接種時期などの詳細は、実

施要領（通知）で規定される予定。 
 

ア 対象となる病原体 

 ４種混合ワクチン ５種混合ワクチン 

百日せき 〇 〇 

ジフテリア 〇 〇 

破傷風 〇 〇 

ポリオ 〇 〇 

Ｈⅰｂ ― 〇 

 

イ 定期接種化の開始は令和６年４月１日 

 

（３）高齢者用肺炎球菌ワクチンの経過措置終了 

現行の高齢者用肺炎球菌ワクチンの定期予防接種では、未接種

に対し、平成２６年度に５歳刻みの年齢を対象とする経過措置を

導入した。このたび、５年間の経過措置期間の終了に伴う変更点

は以下のとおり。 

ア 接種対象者 

対象年齢 変 更 前 変 更 後 

 

  
 
 

健 常 者 

  

  

  

６５歳 
  

  
 
 

６５歳 

  

  

  

７０歳 

７５歳 

８０歳 

８５歳 

９０歳 

９５歳 

１００歳 

身体障害者手帳１級相当

の内部障がいがある方 
６０歳～６４歳  

６０歳～６４歳 

(変更なし) 
    

追加 
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イ 接種費用 

無料（自己負担分４,０００円を助成） 

 

ウ 予診票の交付 

６５歳の誕生日を迎える月の前月末に発送（ただし、身体障害者 手帳

１級相当の方は、令和６年４月発送予定） 

 

エ 今後の方針 

東京都が、令和６年度予算案に、６６歳以上のワクチン未接種者等を対

象とした高齢者肺炎球菌ワクチン（任意）接種費用の補助事業を計上した

ことから、東京都による補助内容が示され次第、補正予算で対応する（東

京都は、１人あたり２,５００円を上限に補助予定）。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
妊婦超音波検査（経腹）の拡充、及び低所得妊婦の初回産科受診料助

成事業の開始について 

所管部課 衛生部 保健予防課 

内容 

以下の妊婦健康診査にかかわる事業について、新年度予算に計上し

ました。 

１ 妊婦超音波検査（経腹）の拡充 

妊婦超音波検査（経腹）の公費負担回数について現行の２回から

４回に拡充する。 

  

（１）公費負担回数 

４回（東京都の補助金を活用） 

 

（２）事業開始日 

令和６年４月１日受診分から４回分の受診券を母子保健バック

へ同封する。 

 

（３）遡及対応 

令和６年４月１日受診分から利用可能とするため、令和５年８

月以降に妊娠届出書を提出した方で出産の記録が無い方に対し、２

回分の受診券を送付する。 

 

 

２ 低所得妊婦の妊娠判定に要する受診料等（初回産科受診料）助

成事業の開始 

低所得妊婦に対し、経済的負担の軽減を図るとともに、妊婦の

状況を継続的に把握し、必要な支援につなげるため、初回の産科受

診料を費用助成する。 
 

（１）対象者（いずれの要件も当てはまる方） 

ア 住民税非課税世帯の方、または、これと同様の所得水準であ 

ると認められる方 

イ 医療機関において初回産科受診をした方 

ウ 妊娠の届出時等にスマイルママ面接を受けた方 
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（２）初回産科受診の範囲 

   １回の妊娠につき行った最初の妊娠判定に要する診察、尿検査

及び超音波検査の受診料（ただし、健康保険の適用を受けた費用

は対象外）とする。 

  

（３）助成額 

   １０,０００円（上限） 

  

（４）助成方法 

   償還払い（初回産科受診日から１年以内） 

 

（５）事業開始日 

令和６年４月１日受診分から 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 「足立区感染症予防計画」策定について 

所管部課 衛生部 感染症対策課 

内容 

「足立区感染症予防計画」の策定について、以下のとおり報告する。 

 

１ パブリックコメントの実施結果 

(１）募集期間 

   令和６年１月１日（月）から令和６年１月３０日（火） 

(２）意見提出数 

   ７件（５名） 

 

２ 意見の概要および区の考え方 

 別紙「いただいた意見に対する区の考え方」のとおり 

 

３ 足立区感染症予防計画（案）について 

 別添資料「足立区感染症予防計画（案）」のとおり 

 

４ 今後の方針 

  都予防計画の確定後、その内容を確認のうえ整合を図り、区予防計画    

 を策定する。時期は令和６年４月を予定。 
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別紙 

いただいた意見に対する区の考え方 

【足立区感染症予防計画・中間まとめ（案）】 

 

No 意見の概要 区の考え方 

１ 

ワクチンには効果はないものと考え

る。ワクチンの副作用等、接種するこ

とによるリスクがある。 

接種は強制されるものでなく、個人

の判断で選択するべきである。政府や

マスコミが正しいと思わず、リスクを

調べてほしい。 

 安全性の確保を含めて、ワクチンの承認や接種

については法に基づく手続きにより国が決定する

ことになっております。接種の選択は本人の意思

によるため、予防接種のリスクと効果について、

丁寧に区民に説明してまいります。 

 

２ 

新型コロナが落ち着いたことによ

り、各種店内に入る際、手指消毒をし

ない方が増えている。季節性インフル

エンザが流行も考慮し、手指消毒を推

奨すべきである。 

本計画において、区は、感染症についての正し

い知識の普及に努めているところです。 

手洗いや手指消毒は基本的な感染症の予防策と

して有効であると考えますので、今後も推奨して

まいります。 

３ 

予防接種時等にマイナンバーカード

等を活用して記載書類を減らせない

か。 

現在、予防接種へのマイナンバーカードの活用を

含め、事務のデジタル化へ向けた仕組みづくりが

国によって検討されています。今後も国の動向を

注視してまいります。 

４ 

令和６年４月に施行される改正感染

症法により、都道府県と医療機関が医

療協定を結ぶ動きがある。 

医療提供体制確保は都の役割か。 

医療措置協定による医療提供体制確保は、都の

役割となっております。区においては、都や医師

会と協力して地域の医療提供体制の確保がすすむ

ように取り組んでまいります。 
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別紙 

No 意見の概要 区の考え方 

５ 

保健所の正規職員は充分に増員して

いるか。平時の人員が余剰気味となっ

たとしても、緊急時の対応を加味して

人員を確保してよいと考える。 

他部署からの応援や派遣職員の増員

よりも踏み込んだ準備をお願いした

い。 

 区は、新型コロナウイルス感染症の流行以降、

保健師を増員しており、平時から感染症予防に係

る業務に取り組んでおります。 

６ 

感染症流行時においても、入院患者

や施設入所者への面会が条件付きで可

能となるよう、区が率先して働きかけ

ることはできないか。 

新型コロナ流行時は強力な面会制限

があり、高齢者等の気力低下や認知症

の進行等の事例が発生した。 

「命を守る」という目的を達成する

ための制限について、バランスが必要

と考える。 

 流行した感染症の感染力や重篤性等の科学的知

見に基づき、各施設におけるリスク判断に基づい

て面会等の実施について決定しているものと承知

しております。 

 なお、いただいたご意見の趣旨は重要な視点で

あると考えます。 

７ 

2020 年の感染症対策(自粛、外食店

営業への制限、マスク対策、面会制限、

ワクチン対策など）が適正だったのか、

結果的に生じたデメリットを含めて反

省・検証が足りていないと思う。 

国や都の管轄事項とせずに区として

も振り返るべきであり、その上で次の

緊急時に備えるべきと考える。 

 新型コロナウイルス感染症に係る広域的な施策

については、国や都において都度検証が行われて

きたものと承知しております。 

 区においては、本計画第四章に資料として新型

コロナウイルス感染症対応について掲載してお

り、過去の経験を踏まえ、計画の策定を行ってお

ります。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 認証保育所及び認可外保育施設に対する指導検査の実施結果について 

所管部課 子ども家庭部 子ども施設指導・支援課、子ども施設入園課 

内容 

東京都認証保育所（以下「認証保育所」という。）及び認証保育所を除

いた認可外保育施設（以下「認可外保育施設」という。）に対して実施し

た子ども・子育て支援法（以下「支援法」という。）に基づく令和５年度

一般指導検査の結果について報告する。 

 

１ 検査の概要 

 認証保育所 認可外保育施設 

実施期間 ６月２０日(火)～ 

１１月１３日(月) 

１０月２０日(金) 

１０月２３日(月) 

実施施設数 １７施設 

（全３３施設中） 

２施設 

（全４施設中） 

文書指摘件数 

（１月末改善確認件数）※ 

１件 

（１件） 

０件 

口頭指導件数 

（１月末改善確認件数）※ 

１１件 

（５件） 

非該当 

（評価が文書指摘 

のみのため） 

  ◎ 文書指摘は支援法等関係法令等に違反する事項。 

◎ 口頭指導は支援法等関係法令等以外の法令又はその他の通達等

に違反する事項に適用。 

  ※ 令和６年１月末までに改善が確認できていないものは、巡回訪問

等の訪問の機会により年度内に確認を終える予定（ただし、新入園

児に係る睡眠中の事故防止対策実施状況については、４月以降に確

認予定） 

 

２ 検査結果の特徴 

（１）認証保育所 

ア 令和５年度より指導検査を開始し、全３３施設のうち半数にあた

る１７施設で実施した。 

イ 睡眠中の仰向け寝の徹底や各種マニュアル等の施設内での共有

が不十分であった施設も見受けられたが、概ね良好に運営されてい

情報連絡事項１１ 

45



た。 

（２）認可外保育施設 

文書指摘に相当する事例は確認されなかった。 

 

３ 検査結果（文書指摘及び口頭指導の内容）と改善への対応 

詳細は次頁参照 

 

４ 今後の方針 

（１）認証保育所に対する事業者説明会において、文書指摘・口頭指導の

内容について説明し、改善方法等の周知徹底を図る。 

（２）巡回訪問等、現地訪問の機会に改善状況を確認するとともに指導・

支援の強化を図る。 

（３）文書指摘事項及び改善状況を区ホームページ上で公表する。 

 

 

 

46



検査結果と改善への対応（認証保育所） 
 

※ 令和５年度より実地指導検査を開始したため前年度との比較なし。 

文
書
指
摘 

１ 調理・調乳担当者の検便が未実施である：１件 

➡ ミルクは０歳児の食事に値することから大量調理マニュアルに準じ、調

乳担当職員は従事前に検便検査を実施しなければならないが、職員の認識

不足により、検便検査結果がでる前に調乳に従事していた。休職から復帰

する際は、検査結果を確認した後に従事することを指導した。 

口 

頭 

指 

導 

１ 新入園児の乳幼児突然死症候群の予防及び睡眠中の事故防止対策として仰

向け寝を徹底していなかった：３件 

➡ ４月の睡眠時チェック表の記録から、職員の認識不足により新入園児の

仰向け寝が徹底されていなかった。入園当初の死亡事故が多いことから、

子どもの家庭での生活や発達の状態など一人一人の状況を把握できていな

い新入園児等は、仰向け寝の徹底を施設全体で取り組むよう指導した。 

２ 職員に対し、各種マニュアルの定期的な確認を行っていない：３件 

➡ 施設長の認識が至らず、職員会議等を通じて職員に各種マニュアルの周

知徹底を行っていなかった。マニュアルに記載の内容を職員と定期的に確

認してその内容を記録し、全職員が習熟することにより、事故の未然防止

及び発生時の対応に活かすよう指導した。 

３ 施設等利用給付認定保護者に対して特定子ども・子育て支援提供証明書が

交付されていない：３件 

➡ 保育の提供時間・保育料等を記した「特定子ども・子育て支援提供証明

書」を施設が作成し、保護者へ交付しなければならないところ、職員の認

識不足や人事異動での引継ぎ不足により、当該証明書の交付が失念されて

いた。作成の上、保護者に交付するように指導した。 

４ 園外保育の経路を決めていない：１件 

➡ 安全点検を行った上で経路を確定しなければならないところ、施設長の

認識が至らず経路の確定を失念していた。経路を確定し、園外保育マップ

等により可視化することで職員と確実に共有し安全な園外保育を実施する

よう指導した。 

５ 運営費補助要綱に抵触する恐れのある支出が散見された：１件 

➡ 職員の認識不足から、補助要綱に抵触する恐れのある支出を園会計から

行っていた。補助要綱の趣旨等を説明し、再度同様の支出を行わないよう

に指導した。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 私立幼稚園、認定こども園に対する指導検査の実施結果について 

所管部課 子ども家庭部 子ども施設指導・支援課、子ども政策課 

内容 

子ども・子育て支援新制度へ移行した私立幼稚園、認定こども園に対し

て実施した、子ども・子育て支援法（以下「支援法」という。）に基づく

令和５年度一般指導検査の結果について報告する。 

 

１ 検査の概要 

実施期間 
１１月１４日（火） 

～１１月２７日（月） 

実施施設数 
６園 

（全２１園中） 

文書指摘件数 

（１月末改善確認件数）※ 

２件 

（０件） 

口頭指導件数 

（１月末改善確認件数）※ 

７件 

（１件） 

◎ 文書指摘は支援法等関係法令等に違反する事項。 

◎ 口頭指導は支援法等関係法令等以外の法令又はその他の通達等

に違反する事項に適用。 

※ 文書指摘は対象園に提出を求めている改善状況報告書により改

善を確認する。口頭指導で改善を確認できていないものは、巡回

訪問等現地訪問の機会に確認を終える予定。 

 

２ 文書指摘・口頭指導件数の前年度比較 
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３ 検査結果の特徴 

文書指摘は昨年度の５分の１以下、口頭指導は約３分の２と大幅に減

少した。以下のことが結果につながったと考える。 

ア 指導検査対象園へ参加を呼びかけ、年度初めに事前に説明会を開

催したこと 

イ 説明会において、前年度に確認された指導内容について資料を作

成して説明したことで指導内容の周知が行き届いたこと 

ウ 説明会に参加した各園で意識が高まり準備に取り組んだこと 

 

４ 検査結果（文書指摘及び口頭指導の内容）と改善への対応 

詳細は次頁参照 

 

５ 今後の方針 

（１）文書指摘・口頭指導の内容について、資料を作成して全園に説明し、

改善方法について周知徹底を図る。 

（２）巡回訪問等、現地訪問の機会に改善状況を確認するとともに指導・

支援の強化を図る。 

（３）文書指摘事項及び改善状況を区ホームページ上で公表する。 
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検査結果と改善への対応（私立幼稚園・認定こども園） 
 

※ 括弧書きは令和４年度件数。 

文 

書 

指 

摘 

１ 重要事項に関する規程（運営規程）が園内の見やすい場所に掲示されて 

いない：１件（１件） 

➡ 事前の説明会で資料を配付し重要な項目として説明したが、掲示する認

識が園になかったため未掲示であった。検査の場で園内の見やすい場所へ

掲示することを園長と改めて確認した。 

２ 事故発生防止委員会が設立されず、定期的に事故防止の研修等が実施され

ていない：１件（４件） 

➡ １と同様、事前の説明会で条例に規定された重要項目として説明したが園

長の認識が至らず未設置であった。設置の上、教職員等に対し事故防止に向

けた研修を実施し、事故の未然防止に役立てるよう指導した。 

口
頭
指
導
（
主
な
も
の
） 

１ 園内に掲示されている重要事項説明書の項目にもれがある：２件（０件） 

➡ 条例に定めた全項目を規定するよう、指導検査基準にも明記し周知して

いたが、園長の認識不足によりいくつかの項目がない説明書が掲示されて

いた。全項目を規定して掲示することを園長と再度確認した。 

２ 園に備えておくべき各種マニュアルの中で、未作成のマニュアルがある： 

１件（３件） 

➡ 検査における重要項目として説明してきた項目だったが、園外保育マニ

ュアルなどいくつかのマニュアルが未作成だった。作成して、事故未然防

止及び事故発生時の対応に役立てるよう指導した。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区子ども施設指定管理者の評価結果について 

所管部課 子ども家庭部 子ども施設運営課 

内容 

 子ども施設指定管理者１６施設の令和４年度業務について、足立区子

ども施設指定管理者評価委員会（以下「評価委員会」という。）による評

価を行ったので、報告する。 

 

１ 開催日時・会場 

令和５年１０月２４日（火） 

午後２時から午後４時３０分まで 

本庁舎南館１２階 １２０５Ａ会議室 

 

２ 主な業務内容 

（１）保育事業の実施に係る業務 

（２）施設の維持管理に関する業務 

 

３ 評価対象期間 

令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

４ 評価委員会委員構成（計６名） 

種  別 氏  名 役  職  等 

学 識 

経験者 

田代 惠美子 
日本体育大学児童スポーツ教育学部 

非常勤講師 

柴田 幸基 公認会計士・税理士 

関係団体

代表 

堀口 幸子 足立区民生・児童委員 

松崎 顕治 足立区青少年委員 

区職員 
岩松 朋子 教育指導部長 

上遠野 葉子 子ども家庭部長 
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５ 評価方法 

（１）担当課評価 

提出資料の内容確認、指定管理者へのヒアリング、現地調査 

（２）評価委員会評価 

提出資料の評価 

 

６ 令和５年度評価内容の改定について 

令和４年度の評価委員会において委員からいただいたご意見を踏ま

えて、以下のとおり改定を行った。 

（１）採点基準 

各項目について加点・減点項目を可能な限り細かく挙げ、評価を

受ける側である指定管理者にとっても採点が明確になるように変更

した。 

【例・修正前】 

番 
確認 

項目名 
採点基準 

20 

全体的な

計画の策

定・指導

計画の作

成 

全体的な計画、長期的・短期的な指導計画を作成している 

① 長時間にわたる保育について、配慮や関係者との連携に 

ついて指導計画に位置づけている 

② その他特に工夫した取り組みがある 

３歳未満児について、個別的な指導計画を作成している 

① 特に工夫した取り組みがある 

② 十分な内容である 

【例・修正後】 

番 
確認 

項目名 
採点基準 

20 

全体的

な計画 

・指導

計画の

作成 

全体的な計画、長期的・短期的な指導計画を作成している 

① 全体的な計画、長期的・短期的な指導計画を作成している 

② 全体的な計画は、施設の理念・方針・目標に基づき、子ど

もの発達過程を踏まえて、教育・保育の「ねらい」「内容」

が総合的に展開されるよう作成している 

③ 長期的な計画（年・期・月）は、子どもの発達や地域特性

をとらえて作成している 

④ 短期的な計画（週・日）は具体的な日々の生活に即して作

成している 

⑤ 全体的な計画や指導計画の作成に対し特に工夫ある取り

組みを行っている 

【①→３点、②③④→１点加点、⑤→１点加点（②③④がない

場合は加点しない） ※不備がある場合減点あり】 

３歳未満児について、個別指導計画を作成している 

① 個別指導計画を作成している（０・１・２歳児） 

② 個別指導計画は一人ひとりの子どもの発達や家庭環境を

踏まえて作成している 

③ 個別指導計画の作成について特に工夫ある取り組みを行

っている 

【①→３点 ※不備がある場合減点あり、②→１点加点、③→

１点加点（②がない場合は加点しない）】 
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（２）施設・設備等の保守点検 

「不良箇所あり」の上で修繕を行った場合、「不良箇所なし」より

も採点が上回っていたため是正した。 

（３）財務状況 

収支が５％以上黒字の場合にのみ減点していたが、赤字の場合も

経営に課題がある状態と考えられるため「水準を大きく上回る」評

価である「５点」がつかないように変更した。 

（４）職員の労働条件の保護 

これまで独自の評価項目を設けていたが、全庁的なルールである

「足立区 労働条件審査 主要チェックシート 28(自己確認チェック

シート)」の内容を評価項目とした。 

（５）評価項目の追加 

「ＡＥＤ」「不審者・不審物等対応訓練」「３０分ルール」「事故発

生後の対応」の小項目を追加し、適切な対応を行っている指定管理

者の評価を高められるようにした。 

 

７ 令和４年度および令和５年度評価の実施比較 

（１）令和４年度の評価でＡ＋となった園はなく、「Ａ、Ａ－、Ｂ＋」の

３段階に集中していたが、令和５年度は評価の見直しに伴い、一部

の園では昨年度よりも高い評価を獲得した。 

（２）令和４年度から令和５年度へ評価ランクが上がった園が１０園あ

り、「Ａ＋、Ａ、Ａ－、Ｂ＋」の４段階に分散する結果となった。 

（３）新田さくら保育園については、昨年度運営を行っていた社会福祉

法人じろう会を対象に評価を行ったが、必要な資料の提出がなく、

昨年度に引き続き「評価不能」という判断となった（次年度からは

現在のライクキッズ株式会社を対象に評価実施）。 

令和４年度  
令和５年度 

（４年度実績の評価） 施設名 

Ａ ２園 
⇒ Ａ＋(１ランク上昇) １園 千住 

⇒ Ａ (現状維持) １園 竹の塚 

Ａ－ 10園 

⇒ Ａ＋(２ランク上昇) １園 水神橋 

⇒ Ａ (１ランク上昇) ６園 

やよい、さつき、 

せきや、青井、興本、 

新田おひさま 

⇒ Ａ－(現状維持) ２園 伊興大境、竹の塚北 

⇒ 
Ｂ＋(１ランク下降) １園 青井おひさま 

Ｂ＋ ３園 
⇒ Ａ－(１ランク上昇) ２園 谷在家、五反野 

⇒ Ｂ＋(現状維持) １園 東保木間 

※ 新田さくら保育園は除く 
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８ 評価委員会での主な意見と対応等 

 評価委員会からの意見 対応策 

1 

担当課の現地確認の

際に対象年齢に合って

いない玩具の使用が認

められた園が複数あっ

た。 

 一部の園で１歳児に対し磁石を

使用した玩具を用いていることが

確認できた。その場で園に対し指

摘し、対象年齢に合った玩具を使

用するよう助言したが、再度文書

指導した上で改めて現地調査を実

施し、改善状況を確認する。 

 

2 

評価のための資料

の内、マニュアル類に

ついて園によって添

付の有無が異なって

いたが、これでは評価

項目の一部が委員会

で判断することがで

きない。 

資料に添付がないマニュアル類

について、担当課の現地調査で確

認していたが、その結果を委員に

示していなかった。次年度からリ

ストを作成し、マニュアルの有無

や内容の適正さ等について委員が

確認できるよう改める。 

 

９ 評価結果の公表 

評価結果の詳細は、足立区ホームページに令和６年２月に掲載した。 

 

10 その他 

今回の結果を指定管理者に説明し、今後の業務改善につなげていく

よう指導した。 
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11 施設名称及び評価結果等（満点３３０点・評価点順） 

 

 

※ 新田さくら保育園については、令和５年度より指定管理者がライ

クキッズ株式会社に変更されているが、令和４年度の評価は、前指

定管理者である社会福祉法人じろう会に対し実施したものの、資料

の提出がなく、現地調査も拒否しているため評価不能 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
 令和６年４月保育施設利用申込受付状況及び保育コンシェルジュ利用

状況について 

所管部課  子ども家庭部 子ども施設入園課 

内容 

令和６年４月保育施設（認可保育所・認定こども園・小規模保育・家

庭的保育(保育ママ)）利用申込みの受付状況及び保育コンシェルジュの

利用状況について、以下のとおり報告する。 

１ 令和６年４月保育施設利用申込受付状況 

（１）利用申込数                   （人） 

年月 

申込状況 

令和 5年 

4 月入所 

令和 6年 

4 月入所 
増減 前年比 

利用申込(受付期間中)【Ａ】 2,525 2,598 73 102.9％ 

内 

 

訳 

オンライン申請（※２） 1,467 1,841 374 125.5％ 

区役所窓口 805 624 △181 77.5％ 

郵送 126 16 △110 12.7％ 

区外からの申請 127 117 △10 92.1％ 

審査継続分【Ｂ】 1,018 1,027 9 100.9％ 

先行利用調整申込【Ｃ】  125 117 △8 93.6％ 

利用申込合計【Ａ＋Ｂ＋Ｃ】 3,668 3,742 74 102.0％ 

募集人数 3,714 3,786 72 101.9％ 

（注） 

【Ｂ】：１０月～１月入所希望受付分のうち、待機のため令和６

年４月の審査に継続するもの 

【Ｃ】：小規模保育、保育ママの卒園児を対象とした先行申込 

※１ 上記人数は、転園、区外保育施設との併願を含む。 

※２ 受付期間中のオンライン申請利用率（区外からの申請を除く）

は７４．２％と前年に比べ１３．０ポイント増加した。 

   

 

情報連絡事項１４ 
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（２）年齢別申込数                    （人） 

年齢 

年度 
0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 合計 

令和 5年度 1,015 1,626 427 478 84 38 3,668 

令和 6年度 961 1,702 494 458 82 45 3,742 

増減 △54 76 67 △20 △2 7 74 

未就学児童の人口は減少している（下表のとおり）が、１歳・２

歳の申込数が増加したため、育児休業明けの保育ニーズが増加して

いることなどが考えられる。 
 
【参考】クラス年齢別人口（前年 12 月 1 日時点）     （人） 

クラス年齢 

年度 
0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

令和 5年度 2,744 4,318 4,302 4,368 4,680 4,777 

令和 6年度 2,603 4,113 4,276 4,248 4,321 4,690 

増減 △141 △205 △26 △120 △359 △87 

 

２ 保育コンシェルジュ利用状況 

（１）利用延人数（４月１日～１２月５日）         （人） 

  種別 

 

年 

個別 
相談 

 内 訳  説明会 

合計 
区役所 オンライン 

出張相談  
（ ※ ） 

オンライン 

令和 4年 2,474 1,993 255 226 454 2,928 

令和 5年 2,491 1,915 331 245 659 3,150 

増減 17 △78 76 19 205 222 

前年比 100.7％ 96.1％ 129.8％ 108.4％ 145.2％ 107.6％ 

※ 子育てサロンへの出張（計８８回）及びイベント（しょうぶま

つり＆世界の食広場）への出展 

ア 利用延人数のうちオンライン（個別相談及び説明会）による利

用が３１．４％（前年比７．２ポイント増）であり、オンライン

の利用者が増加している。 

イ 子育てやお子さんの発達に関する悩みなど保育サービス以外の

相談が４８件あった。 

  ウ 利用者アンケート（令和５年１～３月実施）で、相談が役に立

ったと答えた方の割合は前年に引き続き１００％であった。 
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３ 今後の方針 

（１）利用調整の結果 

   令和６年２月９日頃に申請者へ通知する。利用調整後、追加利用

調整を実施する。 

（２）保育コンシェルジュ 

入所保留となったご家庭を対象にオンライン説明会を開催（令和

６年２月１３日、１５日）するとともに、４月からの預け先を確保

できるよう相談に応じ、各ご家庭のニーズに合った情報提供や提案

を行っていく。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
企業主導型保育を含む認可外保育施設利用者への利用費補助拡充

（案）について 

所管部課  子ども家庭部 子ども施設入園課 

内容 

１ 目的 

認可外保育施設利用者に対し、これまでは国の無償化枠の範囲内で

補助を行ってきた。しかし、認可外保育施設を利用している方の負担

を軽減し、子どもを育てやすい環境を整備するため、認可保育所等利

用負担と同水準になるよう、区独自に補助を拡充する。 

 

２ 拡充対象施設 

都道府県より、認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の交付

を受けている施設（企業主導型保育含む） 

                    令和６年１月１日現在  

施設種別 区内事業者数 対象施設数 対象外施設数 

企業主導型保育 ２７ ２３ ４ 

認可外保育施設 ２８ ８ ２０ 

 

３ 補助対象者及び対象経費 

（１）対象者 

 月ぎめで月１２０時間以上利用している保護者 

（２）対象経費 

ア 利用者負担額として施設に支払った保育料と支給限度額を比べ

て低い方の額 

イ 負担軽減を利用している場合、当該軽減適用後、施設に支払っ

た保育料が対象 

 

４ 事業費 

総所要額 １５８，１３６千円 

都補助金 １１２，８３６千円 （都認可外保育施設利用支援事業） 

区負担   ４５，３００千円 

 

５ 開始時期 

  予算案の議決を受けて、令和６年４月から実施予定 

 

情報連絡事項１５ 
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６ 拡充額及び対象児童  

種別 児童数 
0～2 歳児 3～5 歳児 

課税 非課税 所得制限なし 

企業主導 

型保育 

第１子 

0 円 

（変更なし） 

【138 人】 

0 円⇒ 

25,000 円に拡充 

【8人】 

0 円⇒ 

20,000 円に拡充 

【14 人】 

第２子 

以降 

0 円⇒ 

67,000 円に拡充 

【137 人】 

0 円⇒ 

25,000円に拡充 

【8人】 

0 円⇒ 

20,000 円に拡充 

【13 人】 

認可外 

保育施設 

第１子 

0 円 

（変更なし） 

【9人】 

42,000 円⇒ 

67,000 円に拡充 

【1人】 

37,000 円⇒ 

57,000 円に拡充 

【49 人】 

第２子 

以降 

0 円⇒ 

67,000円に拡充 

【8人】 

42,000 円⇒ 

67,000 円に拡充 

【1人】 

37,000 円⇒ 

57,000 円に拡充 

【49 人】 

【 】は対象児童数 

 

７ 他区の実施状況 

（１）企業主導型保育  １１区実施 

※ 実施は港、新宿、台東、目黒、大田、世田谷、渋谷、杉並、荒川、

練馬、葛飾 

（２）認可外保育施設  １７区実施 

  ※ 未実施は千代田、中央、墨田、豊島、江戸川 

 

８ 今後の課題 

  対象施設及び利用者への周知を正確に行う。 

  証明書交付がなく拡充対象から外れる施設に対し、早急に基準を満

たし対象となれるよう働きかける。 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 小規模保育への保育従事者配置に対する補助要件の緩和（案）について 

所管部課  子ども家庭部 子ども施設入園課 

内容 

１ 目的 

開所時間内の人員体制を確保するための人件費補助について、要件

を緩和することで安定的な配置体制を促し、保育士の負担軽減を図る。 

 

２ 緩和する要件と対象見込み 

当該補助金は、１１時間開所保育の人員体制充実を図るための費用

として、所定時間以上の雇用分を補助している。 

（１）今回緩和する要件 

 現行 緩和後 

雇用時間（２人合算可） 月９６時間以上 月８０時間以上 

対象人数（見込み） ２４０人 ２７０人 

（２）予算規模（令和５年度当初予算） 

   ４０，７４７千円 

（３）補助実績見込み（令和５年度決算見込み） 

   ３０，５５７千円 

 

３ 緩和の効果 

補助要件緩和により、短時間に限り就労可能な保育従事者を確保す

ることが可能となるため、安定的な配置体制を構築する一助と考える。 

（事例）短時間勤務を希望する保育士が２人いる場合 

 

４ 今後の方針 

要綱を改正し、令和６年度当初予算が成立後、施設へ事業周知を行う。 

 

Ａ保育士 月４８時間勤務（月１６日×朝 ３時間）を希望 

Ｂ保育士 月４０時間勤務（月２０日×夕方２時間）を希望 

時間数計 月８８時間 

現 行 補助要件を満たさないため、保育士Ａ、Ｂの配置を見送る 

緩和後 補助要件を満たすため、保育士Ａ、Ｂの配置が可能 

 

情報連絡事項１６ 
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令和５年度 第４回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和６年３月２６日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 児童虐待防止推進月間の事業実施結果について 

所管部課 こども支援センターげんき こども家庭支援課 

内容 

１１月は「児童虐待防止推進月間」として、国及び自治体は集中的に児

童虐待防止の広報、啓発を行う期間と位置づけている。 

足立区においても以下のとおり、啓発事業を行った。 

１ 「児童虐待防止オレンジリボンキャンペーン in あだち２０２３」 

各駅頭にて、民生・児童委員、児童養護施設、警察、児童虐待防止

全国ネットワークの方と一緒に児童虐待防止のチラシと啓発グッズ

（不織布マスク）を配布した。 

（１）日  時  １１月１１日（土） 午後２時～３時 

（２）場  所  北千住・綾瀬・西新井・竹ノ塚・六町各駅頭 

（３）配 布 数   ２，５００部 

２ 養育家庭体験発表会 

養育家庭制度の周知と登録を促進するため、里親になっている方に

よる体験発表会を行った。 

（１）日  時  １１月１８日（土）午前１０時～正午 

（２）会  場  こども支援センターげんき ５階研修室３ 

（３）参加者  養育家庭制度に関心がある区民 １３名 

３ 養育家庭ＰＲパネル展示 

里親など養育家庭の登録を促進するため、養育家庭制度について周

知を行った。 

（１）期  間  １１月１３日（月）から１６日（木） 

（２）会  場  足立区役所１階アトリウム 

４ 子育て交流講座「完璧な親なんていない」 

１、２歳のお子さんの保護者を対象に、育児に対する不安解消と、

育児スキルを高める講座を開催した。 

（１）日  時  １１月９日～１２月２１日の毎週木曜日 

午前１０時～正午 

（２）会  場  こども支援センターげんき 

（３）参加者   ５名（応募者６名） 
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５ 今後の方針 

あだち広報のほか、区ホームページに「児童虐待防止推進月間」の

ページを作成するとともに、相談窓口を周知するページや体罰禁止を

啓発するページをＸ（旧 Twitter）・Facebook を使って集中的に広報を

継続していく。 
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